












い る， 世 界 の 売 上 高 上 位 500 社 を ま と め た
Global 500 によれば，2019 年は売上上位 500 社
に新興国企業が 178 社含まれていた。10 年前の
2009 年には 83 社であったので 2 倍以上増加した
ことになる（表 1 参照）。その中でも，数を伸ば
したのは中国の企業で，2009 年には 37 社であっ







出願）の 2018 年の出願件数は，推計 253,000 件 1）
であったが，そのうち，中国居住の出願人による
PCT 出願件数は，米国についで多く，53,345 件
2019 年 12 月 9 日掲載承認
新興国のオープン・イノベーション
―ブラジルにおけるバイオ燃料開発―
Open Innovation in Emerging Economies
The Development of Biofuels in Brazil
社会イノベーション研究　第 15 巻第 1 号（035-046）2020 年 3 月
成城大学社会イノベーション学部教授
竹之内玲子 TAKENOUCHI, Reiko
表 1　世界の売上高上位 500 にランクインした 
新興国企業
国名






















であった。出願上位 20 ヶ国には，3 つの中所得国，
すなわち中国，インド（2,013 件）およびトルコ
（1,578 件）が含まれた。上位 20 ヶ国以外で PCT
出願件数が目立った中所得大国としては，ロシア










デックスによれば，中国は 2010 年から 2017 年






































































































合も考えられるため Dahlander & Gann（2010）





















































































れる CO2 の量を最大 7 割削減できる 
3）という。
国際民間航空機関（ICAO） 4）は，2016 年 9 月の
総会で，国際線の航空機が飛行中に排出する温室
効果ガス排出量を規制する「国際民間航空のため






1 食用の油脂や糖類からの合成等 食物需給を逼迫させるとの懸念があり，第 1 世代バイオ燃料と呼ぶことがある。
2 植物廃棄物の発酵など（BTL 等） 木屑やわらなどのバイオマスを原料とする。廃棄物利用という好ましい側面を持つ一方で，収量や回収コストに難がある。
3 非食用植物の油脂からの合成 非食用燃料の導入を目指したもので，食用でない植物由来のバイオ燃料を総称して第 2 世代バイオ燃料と呼ぶことがある。
4 GTL 合成ガス（H2 と CO）を天然ガス由来（GTL: Gas to Liquid）で製造する。CO2 排出量はジェット燃料と同程度。
5 CTL






などからの CO2 排出枠の購入を義務づける 
5）。ま





















































ンターナショナル（American Society for Testing 
and Materials International：米国材料試験協
会）が発行する ASTM 規格や英国の DEF STAN 
規格等が存在する。航空機用ジェット燃料として









な い。D7566 に 準 拠 し て 製 造 さ れ た 燃 料 は，
D1655 の要件を満たすものと規定される（新エネ
ルギー・産業技術総合開発機構，2009）。つまり





る（ 新 エ ネ ル ギ ー・ 産 業 技 術 総 合 開 発 機 構，
2017）
また，既に規格認証を取得済みのバイオジェッ
ト燃料製造方法は D7566 の ANNEX に追記され，
ANNEX1 Fischer Tropsch（FT），ANNEX2 
040
社会イノベーション研究
Hydroprocessed ester and fatty acids（HEFA），
ANNEX3 Synthetic Iso-paraff in（SIP），
ANNEX4 SPK plus aromatics（SPK/A），






























































然 ガ ス バ イ オ 燃 料 庁（National Agency of 
Petroleum, natural Gas and Biofuels（ANP））
が，ジェットバイオ燃料の導入に関わっている。




総合開発機構，2009）。2004 年 10 月にはエンブ
ラエルと航空技術研究所（ITA）が，エタノール
を燃料として用いることが可能なレシプロエンジ























de Aeronautica: ITA），宇宙技術センター（Centro 
Tecnologico Aeroespacial: CTA），研 究 開 発 機 関
（Instituto de Pesquisa e Desenvolvimento: 







1986 年にはアルゼンチンの会社 Fabrica Militar 






























アム（Sustainable Aviation Fuel Users Group：








































発 協 力 で 合 意 し た。 同 年 に エ ン ブ ラ エ ル は，











はエンブラエルのみであった。2016 年 KLM ロイ
ヤルダッチエアラインは，オスブラーからアムス
テルダムへの約 80 回のバイオ燃料 15）便をエンブ











反 EU 規制の動きを側面支援する狙いもあった 17）
といわれている。
2013 年には，エンブラエルは，ボーイングとブ
ラ ジ ル の DCTA（Department of Aerospace 















既に述べたとおり 2011 年 10 月に，エンブラ
エルとボーイングと FAPESP，UNICAMPI を中
心に 30 以上の関係機関からなるコンソーシアム





























サイバー防衛の 3 分野で活動する 4 社で，ファン
ド資産 1 億 3130 万レアイスのうち 3700 万レア
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